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要旨
　本稿は，日独英３か国の家庭的保育を取り上げ，その現状と課題を文献調査によって明らかにすることを目的と
する。家庭的保育は，受託者の居宅で行うことを基本とする保育事業の一形態であるが，長い間，当事者間の約束
に基づく私的な営みとみなされてきた。それが，ここ 20 年ほどの間に，いずれの国においても施設型と法的同等
性を付与された事業へと変貌を遂げている。その共通性に着目しつつ，日独英それぞれの現状を対比可能な形式で
示し，それぞれが抱える課題を，制度構築過程の歴史的背景の差異に触れながら考察した。
キーワード
　家庭的保育，比較研究，日本，ドイツ，イギリス
Abstract
　Expanding good quality, affordable ECCE rapidly becomes Government’s major policy in many developed 
countries as finding it is a major barrier to women’s employment.　Japan, England and Germany are three 
such countries with relatively similar economic indicators.
　Family childcare（FCC）provides ECCE to a small group of children in the providers' home.　This can be a 
more rapid and flexible solution than increasing center places, but how can we be sure that they are equivalent 
in quality?　A few investigations have been done on the special features of FCC that convince us in answering 
“yes” or “no”, fewer with international perspectives.
　This paper is the first report of a project in search for better ECCE provisions for children under threes, and 
it aims to describe（１）current state of FCC in Japan, England and Germany,（２）factors that made changes 
in the use and the status of FCC.
　FCC in all three countries gained higher social status in the last two decades.　But the way FCC achieved 
its current position differs widely.　In Japan, the Child Welfare Act 1947, legislated the municipality’s duty to 
provide children with center-based childcare, therefore FCC was not acknowledged as a possible choice.　A few 
municipalities had delivered FCC as a substitute for a center place and it became the subject to governmental 
funding in 2000, then in 2010, it was legislated as a provision on the same footing with a center place.　But 
somehow the Japanese use of FCC is still next to nothing.
Key words
　Family Childcare, Comparative Study, Japan, Germany, England
日独英３か国における家庭的保育の現状と課題（１）
－３歳未満児の保育拡充策と家庭的保育の位置づけ－
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Family Childcare Service Utilization and the Status in Described ECCE Reforms
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Ⅰ．はじめに
１．課題と方法１）
　学齢未満児の社会的な育成がECCE（Early Childhood Care 
and Education），あるいはECEC（Early Childhood Education
といわれるようになったのは，そう遠い昔のことではない。ケ
アと教育はごく最近に至るまで異質の機能として捉えられ，多
くの国において二元的な制度の下にあった。
　そのような国々が，1990年あたりを境として，制度の一元化
を図り，ECCEの事業対象を「一定要件を満たす特定の子ども」
から「全ての子ども」へと広げている。ユニバーサル化を推
進しているのである。３歳以上児のECCEの無償化が進められ，
それを達成した国々では，いまやターゲットを２歳児，１歳児
に移している。
　本稿では，保育をECCEと同義の用語として用い，日独英３
か国における３歳未満児のECCE拡充策と家庭的保育の位置づ
けを，主として文献調査を通じて明らかにすることを目的とす
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る。
　ドイツとイギリスを比較対象とする２）のは，以下の理由に
よる。
①名目GDP，国際競争等の指標に表れた経済水準が互いに似
通っている３）。
②ECCEの豊かな伝統を誇るが，ドイツは福祉行政，イギリス
は教育行政下にあり，好対照をなす。
２．家庭的保育研究の意義
　家庭的保育とは，保育する者の居宅で行うことを基本とする
保育事業の一形態である。欧米では，個人が対価を得て行う
預かりとして発達してきており，国際的にはファミリーデイ
ケア（Family Daycare），あるいはファミリーチャイルドケア
（Family Childcare）と呼ばれる。日本においては，2010年（平
成22年）より，児童福祉法に基づく３歳未満児を対象とする保
育事業となっている。
　保育を提供する者は，日本では一般に「保育ママ」として知
られる。現在の正式名称は「家庭的保育事業者」である。本稿
で取り上げるドイツでは，ターゲスムッター（Tagesmütter），
ターゲスプレーガー（Tagespfleger）などといい，イギリスで
はチャイルドマインダー（Childminder）と呼ばれる。
　ところでECCEの世界的動向を取り上げた近年の先行研究は，
以下に挙げるような傾向を示している。
①各国のECCE拡充策は，制度の如何を問わず，教育の充実を
前面に掲げている。
②保育報告書等のECCE政策において，ケアが語られるのは，
もっぱら保護者のニーズとして，である。
③ECCEの就学準備課程化や教育過剰を懸念する関係者が少な
くない。
　すなわち，ECCEにおけるケアと教育のバランスが教育に傾
斜する一方で，子どもの受けるケアの本質や在り方に係わる議
論が乏しいのである。
　子育ては，伝統的に家庭で，とりわけ20世紀の先進諸国にお
いては「３歳までは母の手で」行われるべきものであった。３
歳未満児のECCEは，いわゆる「３歳神話」に抗って発展して
きたという経緯がある。神話は崩れたが，これからの在り方が
十分に議論されたとは言い難い。ケアと教育のバランスのとれ
た最善のECCE構築の方途を見いだすには，実証的な研究が不
可欠である。
　家庭的保育は，３歳未満児のECCEユニバーサル化圧力が高
まる中にあって，初期費用が軽く，簡便に提供できるECCEと
して関係者の注目を集めてきた。しかし，それ以上に，３歳未
満児ケアの本質や在り方を探究する上で，最適な条件を備えて
いる。家庭が仕事の場だからである。
　家庭的保育の研究はまた，施設型保育との対比を通じて施設
型の抱える課題への洞察を深め，施設型の在り方に刷新をもた
らす可能性を拓く。しかし日本では，法定化後６年を経た今日
においても，家庭的保育の利用は極めて少ない。独英との国際
比較は，日本の３歳未満児保育の特質についての理解を深化さ
せるはずである。
Ⅱ．日独英における家庭的保育の状況
１．日本における家庭的保育
（１）制度化の経緯
　対価を得て自宅に子どもを預かるという営みが，日本では全
くみられなかったとは思われない。しかし，行政がそれに対
して何らかの規制をかけたという記録はない。それどころか，
2016年４月に至るまで，１日に預かる子どもの数が５人以下の
事業者に対しては，届け出義務さえ課してこなかった４）。５人
というのは，のちに見るように，ドイツやイギリスにおける家
庭的保育者が，今日１人で預かることのできる学齢未満児数の
上限である。つまり日本では，諸外国の家庭的保育が想定して
いるような少人数の保育事業については，以下に述べるような
地方自治体実施事業を除くと，その実態が把握できていないの
である。
　一方，地方自治体が，「児童福祉法」（1947年）の規定する保
育の提供義務を果たすために実施してきた家庭的保育について
は，先行研究５）によって導入の経緯と実施状況が明らかにさ
れている。それによると，日本における最初の例は京都市の「昼
間里親」で，1950年に始まった。1960年代には，東京都や横浜
市などでも行われるようになった。保育所不足などの課題に直
面した自治体が，地方単独事業（独自の事業）として開始した
のである。独自の事業であったから，実施基準は自治体ごとに
異なった。担い手となる保育者についても，資格要件の高いと
ころ，低いところと，さまざまであった。子育て経験だけで十
分とした自治体もあった。その処遇や研修，巡回指導等のサポー
ト体制に大きな差があったのはいうまでもない。
　家庭的保育を実施する自治体の数は，保育所不足が落ちつい
た1980年代後半に減少するが，2000年（平成12年）には家庭的
保育が国庫補助の対象になる。３歳未満児を中心とする待機児
童数の増加が顕著になり，その早急な解消策として家庭的保育
が有望視されたのである。しかしながら，この国庫補助事業は
補助要件が厳しく，家庭的保育者については保育士または看護
師に限定し，実施自治体に対しては，連携保育所を設けて家庭
的保育者への相談・指導を行うよう求めた。
　表１は，日本子ども家庭総合研究所の岩田らが，家庭的保育
事業の実施実績が知られていた102市町村を対象に，2012年１
月～２月に行った質問紙調査の結果である。回収84票のうち，
調査時点で実施継続中の自治体の80票を整理している。
　ここから，2000年の国庫補助開始後も，家庭的保育事業の新
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規導入自治体がわずかな数にとどまり，しかもそのすべてが国
庫補助事業というわけではなかったことがわかる。すでに実施
していた46市町村にあっても，地方単独事業を国庫補助事業に
切り替えたり，両者の併用へと移行したりしたのは少数で，大
半が単独事業を維持していた。
　表２は，国庫補助開始後の2002年から2013年に至る期間の，
家庭的保育の事業規模を示している。保育者数も利用児数も大
きく伸びてはいるが，2013年（平成25年）の３歳未満児保育所
利用数およそ83万人（厚生労働省発表）に比べると，わずかで
ある。つまり，この間に自治体が進めた待機児童対策は施設型
保育定員の拡大であり，家庭的保育はほとんど選択肢とはなっ
ていなかったのである。
　家庭的保育は，2008年（平成20年）の児童福祉法の改正により，
児童福祉法に基づく事業となり（施行は平成22年４月），日本
の保育制度に確固たる位置づけを得た。
　国庫補助開始後も実施実績がわずかしか伸びなかったにもか
かわらず法定化されたのは，なぜであろうか。
　法定化を促した要因の一つは，おそらくは図１に見るような
共働き世帯の一般化であろう。背後に労働環境の変化に伴う子
育て世代の所得低下がある以上，保育需要の拡大は避けられず，
かといって大都市圏における保育所設置は自治体の負担が重い。
その点，家庭的保育は初期費用が軽微である。いま一つは，一
段と進展した少子化への対策として包括的な子育て支援制度が
論議される中で，保育事業の在り方を多様化し，柔軟な利用を
促す方向が目指されたからだと思われる７）。
　しかし，自治体は保育所の増設を急ぎ，既存保育所へは定員
以上の受け入れを要請した。増設は潜在的な需要を顕在化させ，
待機児童の増加を招いていく。保育所及び「認定こども園」（2006
年法制化）の在園児数は増え続け，とりわけ１，２歳児の利用
率の伸びは，図２にみるように目覚ましい。平成27年度は，当
該年齢児の40％に迫ろうとしている。幼稚園付設の３歳未満児
クラス等に通園する幼児を加えれば，利用率はさらに高くなろ
う。
（２）制度と運営の概要
　家庭的保育の利用は，平成27年４月より本格始動した「子ど
も子育て支援新制度」（以下，新制度）の下で，拡大の兆しを
見せている。新制度は，家庭的保育を「地域型保育給付」の一
形態として位置づけており，一部自治体は新規の導入や単独事
業の新制度への移行を進めている。
　ここで，児童福祉法及び「家庭的保育事業等の設備及び運営
に関する基準」（最終改正：平成28年２月19日厚生労働省令）
表１．事業創設年度　事業所別
全体 ～1980年 ～2000年 ～2005年 ～2009年 2010年 2011年 無回答
総　数
80 32 14 7 9 9 8 1
100.0 40.0 17.5 8.8 11.3 11.3 10.0 1.3
国庫補助
事業
34 9 3 2 5 7 8 0
100.0 26.5 6.8 5.9 14.7 20.6 23.5 0.0
両事業の
併用
9 7 0 1 0 1 0 0
100.0 77.8 0.0 11.1 0.0 11.1 0.0 0.0
地方単独
事業
37 16 11 4 4 1 0 1
100.0 43.2 29.7 10.8 10.8 2.7 0.0 2.7
出典：岩田力 他「家庭的保育の在り方に関する調査研究（６）」『日本子ど
も家庭総合研究所紀要第48集』2012年
表２．家庭的保育者数と利用者数の推移
年度
国庫補助事業 地方単独事業
児童数 家庭的保育者数 児童数
家庭的
保育者数
2002 102 46 1,413 934
2003 99 53 1,501 956
2004 313 103 1,361 910
2005 276 93 1,509 935
2006 319 106 1,405 926
2007 331 99 1,308 894
2008 420 107 1,573 877
2009 831 211 1,764 917
2010 1,575 439 2,395 1,062
2011 3,152 899 2,423 1,036
2012 4,694 1,174 2,314 1,012
2013 6,618 1,703 2,685 1,029
出典：2015年５月16日シンポジウム６）尾木まり氏配布資料
国庫補助事業
法定化
図１．共働き等世帯数の推移
図２．保育所等待機児童数及び保育所等利用率の推移
出典：http://www.mhlw.go.jp/file/04-Houdouhappyou-11907000-
Koyoukintoujidoukateikyoku-Hoikuka/0000098603.pdf（アクセス平成28年
８月27日）　１歳未満利用率は執筆者が加筆
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の定める家庭的保育事業規定の概要を，ドイツ，イギリスとの
対比にかかわる範囲で示しておこう。
　提供すべき保育内容　保育所保育指針に準じる。
　対象年齢・定員・保育時間　家庭的保育事業は，原則として
３歳未満を対象とし，利用定員は，保育者が１人で行う場合は
３人，補助者の採用を伴う場合は５人以下とする。１日の保育
時間は原則８時間であるが，諸事情を勘案して事業者が設定で
きる。
　保育の提供場所　事業者の居宅またはそれ以外で，賃貸住宅
であってもよい。屋内空間は，9.9平米以上の専用の部屋を設け，
３人以上保育する場合は１人当たり3.3平米を確保する必要が
ある。屋外空間に関する規定はなく，近隣に適当な遊び場があ
ればよい。
　保護者の費用負担　新制度下の場合，保護者の負担は，保育
所利用と同じ，応能負担の原則に基づき算定される。自治体に
よる差があるが，１日８時間利用で１か月当たりの保育料は無
料から８万円を少し超える範囲で，推定中央値は３万円前後で
ある。地方単独事業では定額の場合もあり，その場合は保育所
利用の中央値程度に設定されている。
　行政の関与・サポート　家庭的保育事業支援についてみると，
自治体職員による巡回指導と，連携保育所によるものとがあり，
後者には以下の役割が課せられている。
①相談等の支援体制整備，②延長保育の実施，③訪問等による
保育状況の把握と指導・援助，④保育所行事への参加支援，⑤
家庭的保育者休暇時等の代替保育，⑥卒室後の幼児の受入れ
　家庭的保育者の資格要件　児童福祉法は「市町村長が行う研
修を修了した保育士その他省令に定める者」としている。実際
に家庭的保育事業を行うには，募集を行う自治体（区市町村）
に応募して認定を受ける必要があり，犯罪歴等がないことも含
め，一定の条件を満たさなくてはならない。その中に，「乳幼
児の保育に専念できる者」という項目があり，家庭的保育者本
人に小学校入学前の乳幼児がいないことが，実質的な要件の一
つになっている。
　家庭的保育者の研修内容は，2016年現在，「家庭的保育の在
り方に関する検討会報告書」（厚生労働省平成21年３月31日）
の提言に則り，表３のような基礎研修と認定研修が定められて
いる。基礎研修は，保育関連資格の有無を問わず，すべての家
庭的保育事業者に履修が課せられる。
２．ドイツの家庭的保育
　ドイツの家庭的保育については，2016年５月に開催した自
主シンポジウムにドイツ青少年研究所研究員リーデル女史
（Birgit Riedel, Deutsches Jugendinstitut e.V）を招いて，その
現状と課題を報告してもらった。詳細は，『児童学研究第19号』
（聖徳大学児童学研究所紀要，平成29年３月刊行予定）に掲載
するため，ここでは概要の紹介にとどめる。報告からの引用ス
ライドは本稿に合わせて加筆し，作成者リーデル女史を「Ｒ氏
作成」と表記してある。
（１） 制度化の経緯８）
　戦後，東西ドイツそれぞれのECCE政策がとられていたドイ
ツでは，合併からおよそ10年を経た2000年に，家庭から社会へ
という政策の大きな転換が図られた。要因の一つがグローバル
化による市場競争の高まりである。ＥＵレベルでのスローガン
として，「競争力の高い社会」，「人々がアクティブに参加でき
る社会」の形成が謳われた。その結果，女性の労働市場への参
加が促進され，家庭養育重視であった旧西ドイツにあっても，
学齢未満児のいる共働き家庭が増加した。
　ドイツにおけるECCE拡充は，法的請求権の法制化を梃子と
して進められたといわれる。請求権とは，要件を満たす限り給
付を請求することができ，裁判という手段によって給付を実現
させることができる権利である。
　ECCE請求権は，1999年に３歳以上児の全てに対して認めら
れ，2005年に実施された。2008年，その権利は１歳以上児に
まで拡大され，５年後の2013年８月に実施される運びとなっ
表３．家庭的保育者研修のカリキュラム
１． 基礎研修
全家庭的保育者を対象とする就業前研修
21時間＋２日以上
１）導入・家庭的保育の概要 （１時間）
２）家庭的保育の基礎　　（計7.5時間）
発達と心理／食事と栄養／小児保健／
心肺蘇生法実技
３）家庭的保育の実際　　（計10.5時間）
保育内容／環境整備／運営管理／安全確保とリスク
マネジメント／職業倫理と配慮事項／保護者対応
／子ども虐待／気になる子どもへの対応
４）研修を進める上で必要な講義（２～2.5時間）
見学実習オリエンテーション／グループ討議
５）見学実習　　　　　　　　　　　２日以上
６）実施自治体の制度について（任意１～1.5時間）
２． 認定研修（保育の知識・技術等の習得）
○看護師・幼稚園教諭・家庭的保育１年以上の経験者
　88時間（内容は以下の通り）
　１）子ども家庭福祉「児童福祉・社会福祉」　　　 ４時間
　２）子どもの心身の発達と保育「発達心理学」　　 ８時間
　３）子どもの健康管理「精神保健」「小児保健」　　８時間
　４）子どもの栄養管理「小児栄養」関連　　　　　６時間
　５）子どもの安全と環境「小児保健」「養護原理」　８時間
　６）子どもの保育「保育原理」・「教育原理」　　　 ６時間
　実習（Ⅰ）-連携保育所３歳未満児クラス中心　　　48時間
○家庭的保育未経験者・１年未満の経験者
　上記88時間に加えて以下の実習
　実習（Ⅱ）-連携保育所又は認可保育所　　　 　 　　 20日
　（「家庭的保育の在り方に関する検討会報告書」より椨改変）
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た。需要予測が立てられ，それに基づいてECCEの量的拡大が
急ピッチで進められた。ドイツは，地方（州）の独立性が高い
国である。ECCEの提供は，従来，州と基礎自治体の財政負担
で行われていた。しかし，州単位では，全ての請求に応えるだ
けのECCEの確保が困難なことは明白であり，初めて連州政府
資金が投入された。
　それに先立つ「2004年保育拡充法」（2005年施行）は，それ
まで私的な営みとして行われ，ほとんど公的関与を受けなかっ
た家庭的保育に，画期的な変化をもたらした。０－３歳の家庭
的保育が施設型と同等に位置づけられたのである。
　家庭的保育は，保育施設のECCEと同じ役割，すなわち①子
どもの教育・ケア・社会化，②あらゆる側面の子どもの発達（社
会的，情緒的，身体的，精神的）の支援という，二つの役割を
担うこととなった。合わせて規制の強化が図られ，運用上の各
種整備も進められた。営業免許の保有義務，受託児童数の上限
等の規定整備，家庭的保育者への財政的措置，資格要件の設定，
代替保育の整備などである。
　図４は，2014年時点での３歳未満児の保育参加率，及び需要
の未充足率である。とりわけ１歳児の未充足率が高いことがわ
かる。
　図５は保育を受けている３歳未満児の数と，そのうち家庭的
保育を受けているものの割合である。利用が伸びているとはい
え，予定では，拡充枠の３分の１を家庭的保育で実施すること
になっていたから，目標値からは程遠い。
　保育者数と利用児数　図６がその推移である。ここに示され
ているように，2015年現在稼働している保育者の数は44,107人，
受託児の数は148,591人にのぼり，そのうちおよそ７割を３歳
未満児が占めている。また，１人の家庭的保育者が受託する児
童数が，年々増えていることも特筆に値する。
（２） 制度と運営の概要
　公的な関与が進んだとはいえ，ドイツの家庭的保育の実施基
準は州や基礎自治体による違いが大きい。以下はごく大まかな
状況である。
　提供すべきECCE　上記の施設型ECCEと共通する役割に関
する規定を除くと，具体的な内容基準は策定されていない。
　対象年齢　０－14歳で，学童の保育も担っている。保育者自
身に学齢未満児がいて，受託児と一緒に保育していても規定に
触れることはなく，現実にそうしている事業者も多い。１人の
保育者が受け入れることのできる子どもの数については州，自
治体により規定が異なるが，概ね５人である。自身の乳幼児を
定員に含むか否かも違う。助手を採用して行う場合の規定はな
く，それぞれに登録を済ませた複数の保育者によるECCEの提
供という形をとる。
　保育の場　保育者の自宅または賃貸であってもよく，複数の
家庭的保育者が共同して開業する例が少なくない。保育者が２
人で行えば，定員は概ね10人になるから，日本では小規模保育
所に分類されるような規模になる。
　保護者負担　自治体により異なるが，地域内における標準額
の設定がある。
　行政の関与・サポート　2005年以降，家庭的保育に対するさ
まざまな公的な関与が進む。中心的役割を果たしているのは，
各自治体の青少年福祉事務所で，以下の項目に責任を負ってい
る。
　・家庭的保育者への財政的措置
図４．０－３歳のECEC参加率と未充足需要（％）
図５．施設型保育／家庭的保育を受けている
　　　０－３歳の子ども数（2016－2015）
図６　家庭的保育者数と受託児数の推移（2006年と2015年）
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　・需要と供給のコーディネート
　・基礎的な規制，指導，相談
　保育者の資格要件　公的な定めはなく，参入時の160時間の
研修カリキュラムの履修が一般的である。
３．イギリスの家庭的保育
　イギリスにおける家庭的保育の調査は，筆者が2005-2007年
度科研費補助研究として行ったテーマの再訪である。先の調査
時の成果は，４編の論考にまとめ本学の研究紀要に発表した。９）
詳細な文献レビューは次稿に行うこととし，ここでは，その成
果を踏まえ，あらたに日独との比較の観点から，制度化の経緯
を追い，制度と運営の概要を示す。
（１）制度化の経緯
　イギリスのECCEは，日本と同じく，長らくケア（養護）と
教育に分断されていたのが，1990年代に教育の名のもとに統合
されて今日に至っている。しかし， ケアは基本的に家族の責任
とされ，両親の就労を理由とした公費助成ECCEの給付は，ご
く最近まで実施されなかった。
　イギリスの家庭的保育はチャイルドマインディングといい，
個人に子どもを託す私的な営為として，産業革命の頃より，幅
広い層が頻繁に利用してきた。21世紀の今日でも身近な存在で
ある。規制の開始も早く，その最初は「1948年ナーサリー（託
児施設）及びチャイルドマインダー規制法」で，これは，一部
のマインダーに登録を義務付けるものであった。「1968年医療
サービス・公衆衛生法」はマインダーを「１日２時間以上従事
する者」と規定した。翌69年には，前年の約３倍，１万８千人
（Tizard, 1976）にのぼったから，利用の広がりが容易に想像
できる。登録義務はあっても果たさないマインダーも多く，監
督も弱かったといわれるから，実態は闇のなかであった。
　イギリスでは「1970年男女同一賃金法」（1975年発効）により，
働く母親，それも男性並みの働き方をする者が増えた。しかし，
その時も就労女性を支援するようなECCE拡充は行われていな
い。
　1970年代，拡大するマインディングの危険な実態が白日の
もとにさらされ，利用の是非を巡って大きな論争が起こっ
た。これが契機となって「全国チャイルドマインディング協
会」（NCMA: National Childminding Association，現PACEY: 
Professional Association for Childcare and Early Years）が結
成された。同協会は，育児知識や職業倫理，経営ノウハウなど
の研修，各種保険といった互助事業を展開し，状況の改善に大
きく貢献していく。協会の存在が，のちのマインダーの地位向
上に大きく寄与したことは疑いない。
　マインダーの登録数は，1990年代に一時10万を超え，ケアす
る子どもの数は37万５千（学童を含む）に及んだ。しかし，ケ
アに係わる制度整備は地方当局の監督義務を定めた「1989年児
童法」まで大きな進展はなかった。
　1997年に労働党政権が発足すると状況が一変する。チャイル
ドマインダーの扱いが，学齢未満児の学校や施設型ケア事業と
同等になったのである。登録義務が徹底され，1999年には，一
定の資格要件を満たす「認定マインダー」の利用に対して，幼
児教育補助金が下りるようになった。並行して，行政の提供す
るマインダー研修の制度整備も進んでいく。保有が法定化され
ることはなかったが，先のNCMAと関連省庁との共同で「家
庭内保育」（home-based childcare）の国家資格も開発された。
　「2001年８歳未満児のケア，チャイルドマインディング全国
基準」が制定され，同年，全チャイルドマインダーが，それま
で学校監査を専門としてきた「教育水準局」（Ofsted）の監督
下に移された。以来，マインダーは，施設型の保育を提供する
事業者と同じ査察の対象となり，結果は地域行政窓口を通じて，
利用者に公表されている。
　2001年当時，チャイルドマインダーの登録数は７万２千を超
え，30万人以上の子ども（学童を含む）の保育に携わっていた。
これだけの数の事業者をOfstedという単一の監査機関で査察す
る態勢を一気に整えたのである。その過程については，ヒー
ヴィー著「保育の質保証制度整備－イギリス Ofsted 保育監査
事業の経験－」10）に詳しい。
（２）制度と運営の概要
　３歳未満児保育利用率　フルタイムとパートタイムを合わせ
ての数字なので，日本との比較はできないが，２歳未満の33％，
２歳児の63％が何らかのECCEを受けている。うち，家庭的保
育の担う割合は２歳児で４％，０，１歳については不明である。
　提供すべきECCE内容　イギリスの保育事業者は，すべから
く国定カリキュラム「乳幼児期基礎段階基準」（EYFS：Early 
Years Foundation Stage）に則ったECCEを提供しなくてはな
らない。家庭的保育者も例外ではない。EYFSは，「2006年チャ
イルドケア法」の規定に基づいて2007年に導入されたもので，
誕生から義務教育課程に移行する５歳（レセプション・イヤー
と呼ぶ）までをカバーする。先の2001年マインディング全国基
準，2002年導入の３－５歳児対象国定カリキュラム「基礎段階」
（Foundation Stage）,同年刊行の「大切な３歳まで」（Birth to 
Three Matters）を統合する形で策定され，改訂を重ねて今日
に至っている。子どもの発達と学習の記録とその到達度に関わ
る評価が含まれ，ラーニング・ジャーニーの形で子どもの成長
記録をまとめて，自治体に報告しなくてはならない。
　保護者負担11）　マインダーは，受託に際して子どもの保護者
と個別に文書による契約を交わし，時給と支払い方法，保育時
間，有給休暇などについて，細かく取り決める。１時間当た
りの費用には地域性からくる相場はあるが，公的な基準はな
く，事業者によって設定金額が大きく異なる。長時間の利用は
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保護者負担が重くなるため，就労によって得られる所得や地位
と，無業者として福祉から受ける恩恵とを天秤にかけることに
なる。保育事業者組合の統計によると，マインダー利用費用
は週50時間で平均１週当たり198.56ポンド，日本円にしておよ
そ２万９千円（１ポンド=145円）だという［source: Childcare 
Cost Survey 2015, Family and Childcare Trust］。税制より補
助があるとはいえ，25歳以上の最低賃金が時給7.2ポンド［The 
National Minimum Wage and Living Wage 2016,Gov.UK］ で
あることを考えれば，負担の重さは想像に難くない。
　ただし，３，４歳児については，年38週（学校の授業期間），
週当たり15時間，１年につき計570時間のECCEが，全員に無
償で給付されている。通常は１日３時間，週５日であるが，柔
軟に利用できる。無償給付は，2014年度からは世帯所得が下位
40％の世帯の２歳児にまで拡大された。さらに2017年には，ほ
ぼ全ての共働き世帯の３，４歳児に対して，無償時間が週30時
間となり，年間1140時間分のECCEが無料になる。無償時間分
の保育は，Ofsted 登録事業者であればどこから提供を受けて
もよい。もちろんチャイルドマインダーでもかまわない。
　ECCEの無償給付は，地方自治体が受託児１人１時間当たり
の単価を決め，事業者に対して学期ごとに人数分をまとめて支
払う形をとる。地域相場を勘案しているとはいえ，自治体の買
い取り価格は低く抑えられがちである。施設型保育の事業者は，
無償給付時間だけの利用では，自治体からの受取金額ではコス
トを割り込むという。無償時間の週30時間への延長にはチャイ
ルドマインダーに頼らざるを得ない，と推察されるような状況
が生まれている。
　対象年齢　イギリスのチャイルドマインダーがECCEを提供
できる対象は，Ofstedへの登録内容により異なる。本稿で扱
う学齢未満児を受託できるのは「乳幼児事業者登録」（early 
years register）を済ませたものだけである。実際には多くマ
インダーが学童の放課後・休暇ECCEを行うので，その上の年
齢の年齢区分（５－８歳未満）についても登録を行っている。
マインダー自身の学齢未満児を保育していても，受託児の１人
と数えればよい。マインダーが１人で行う場合，定員は，５歳
未満が３人（うち０歳は，１人のみ）である。加えて５－８歳
未満児を３人まで受け入れることができる。助手と共に働く場
合，受け入れ定員は５歳未満が６人，５－８歳未満が６人とな
る。大人４人以上が同時に保育を提供すると，事業区分が家庭
的保育ではなくなる。
　空間基準　ECCE提供の場は，原則として自宅でなければな
らない。広さに関する規定は，２歳未満は3.5㎡ /児，２歳は2.5
㎡ /児，３－５歳は2.3㎡ /児である。屋外空間についての基準
はない。
　資格要件　マインダーに特定の職業資格要件はないが，犯罪
歴その他のない，子どもとかかわる上で「適切な人物」である
ことが求められる。就業前の救急救命と導入カリキュラムの計
30時間の履修が義務付けられている。国定ECCEカリキュラム
「乳幼児期基礎段階基準」（EYFS）を実施しなくてはならない
からである。３ 年間続けて受託児のないマインダーはOfsted
登録を取り消される。
　Ofstedの保育監査は，大きくは登録（事前審査を含む），定
期的な査察，結果の公開からなる。全事業者に登録が義務付け
られ，無登録事業者は処罰される。監査コストの大部分は公費
で賄われる。査察は原則として３年に１度行われ，結果は，①
保育の場の特徴描写，②基準に照らしてみた水準，③改善点に
関する記載の３項目にわたって整理され，その日のうちに本人
に伝えられる。評価は，2016年現在「優良，良好，要改善，不
適」の４段階で示される。
　行政によるサポート　自治体によって異なる。労働党政権時
代に整備された「質保証」（Quality Assurance）業務を維持し
ている自治体では，チャイルドマインダーのネットワークを整
備し，自治体職員が担当地域の巡回指導に赴いている。相談に
のるなどの実践的な支援のほか，有益情報の提供や研修の手配
を行っている。それによってマインダーによる実践をモニター
し，脆弱な部分を補強する仕組みをもっている。
　しかしながら，家庭的保育は今，衰退の色が濃い。2013年現
在，登録マインダー数は５万７千まで減少し，実働数はそれよ
りもさらに１万近く少ない。同年，政府は，チャイルドマイン
ダ ・ーエイジェンシーの導入計画を発表した。個々のマインダー
に代わって，エイジェンシーを査察対象とし，エイジェンシー
にマインダーの監督責任を負わせるという構想である。査察を
受ける負担が減れば，新規マインダーを増やせるというのが導
入理由であった。
Ⅲ. おわりに
　以上みてきたように，日独英３か国の家庭的保育は，公的関
与の度合いは異なっていたものの，いずれも私的な営みとして
存在していたものが，過去20年ほどの間に，それぞれの国の
ECCE制度において施設型と同等の法的位置づけを得るという，
劇的な変貌を遂げている。それを促した要因にも共通点が認め
られる。チャイルドケアの大幅拡充が優先的政策課題となった
ことである。しかしながら，家庭的保育と施設型保育とを並
置し，同等に扱う制度を構築した過程は，日独英それぞれの
ECCEの歴史的状況により大きく異なった。
　日本では，まったくの私的な営みとしての家庭的保育は，行
政に顧みられることのないまま今日に至った。それとは別に，
自治体独自の福祉事業としての家庭的保育が，ごく少数の自治
体において開始され，維持されてきた。その現状はそのままに，
さらに国の児童福祉事業としての家庭的保育制度が法制化され
た。したがって，日本の家庭的保育のありようは，重層的である。
椨 瑞希子 研究論文　日独英３か国における家庭的保育の現状と課題（１）
― 26 ―
　ドイツにおいては，自然発生的な私的な営み全体に2005年施
行の「保育拡充法」が緩やかな規制の網をかけ，家庭的保育事
業の形を政策的に整え，その成長を促してきた。しかし，連邦
制で州（Länder）の独立性が高いことや，旧東西ドイツの対
極的ともいえる家族政策の遺産を抱えることから，ドイツの
家庭的保育は今もって地域差が大きく，明確な像を結ばない。
ECCE請求権は連邦共通でも，給付に係る規定はまちまちであ
る。実施場所は家庭に限定されておらず，保育者１人あたりの
定員も５人と大きく，複数保育者での実施も多いから，小規模
保育所との違いが見えづらい。そうであるのに，ドイツでは，
３歳未満児のケア需要の３割を家庭的保育で賄うという構想の
もと，連州資金の投入による制度整備が大々的に推進されてき
た。比較対象として，ドイツにおける家庭的保育の本質を考察
するまえに，政策が描いた「家庭的保育」の姿をいまいちど検
討する必要性がみえてきた。
　イギリスでは，1997年発足の労働党政府が，ECCE改革を強
力に推し進めた。着手した当時は，施設型のECCE定員が極端
に少なく，不足は，義務初等学校への４歳入学によって幾分か
緩和されていた。また，実態の不明な家庭的保育が，施設型事
業（学校を除く）よりもはるかに多くの幼児を受託していた。
アクセス（供給の潤沢さ）の点でも，アフォーダビリティ（費
用の手頃さ）の点でも，ECCEユニバーサル化の進む他のEU
諸国に後れを取っていたのである。従って，イギリスでは量的
拡大の早期実現に，家庭的保育は不可欠だった。
　労働党政府は，ECCEの市場を整備し，補助金の投入によっ
て民間保育事業を活性化した。改革の開始から20年，イギリス
ではECCEへのアクセスは容易になったが，手頃な費用はいま
だに実現していない12）。一番手頃であった家庭的保育は施設型
との競合も災いして，定員を減らしつつある。その対策を大義
名分としたエイジェンシー制の導入は，つまりは規制緩和であ
り，Ofsted監査の縮小である。現任マインダーの大半が，エイ
ジェンシー制度に異議申し立てをしている状況には，考えさせ
られることが多い。
　以上，本稿では，日独英における家庭的保育の制度的な位置
づけを述べたにとどまる。運用の実際や，家庭的保育の特質に
係わる文献レビューは，次稿の課題としたい。
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